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　平成25年２月21日

各　　位

会 社 名 　　こころネット株式会社

代 表 者 名　代表取締役社長 齋 藤 高 紀

(コード番号：6060)

問 合 せ 先　常務取締役 安 斎 紀 之

(TEL．024-573-6556)

　

株式会社郡山グランドホテルとの株式交換契約書締結（簡易株式交換）に関するお知らせ

　

　当社は、当社を完全親会社、株式会社郡山グランドホテル(以下、「郡山グランドホテル」

という。）を完全子会社とする株式交換を行うことについて、平成25年２月12日に締結された基本合

意書に基づき協議を行ってまいりましたが、本日開催の当社取締役会において株式交換契約書の締結

を承認いたしましたので、お知らせいたします。

　

１．株式交換の目的

　当社グループは、『人々の「こころ」に満足と安らぎをもたらすサービスを提供する』を企業理

念に掲げ、婚礼・葬祭から石材まで幅広い事業において、サービス・品質の向上に真摯に取り組む

とともに、積極的店舗展開（葬祭会館18、婚礼会場４、石材小売店６）と会員獲得（互助会会員数

約32,000人）によりドミナントエリアの強化を図っております。

　一方、郡山グランドホテルは、子会社２社とグループを成し、郡山地区を中心に婚礼２会場、葬

儀３会館を展開するとともに互助会会員数約16,000人を有しております。

　婚礼業界は、市場が縮小傾向で淘汰が進みつつある一方、葬祭業界は、市場が拡大する中で競争

が激化しております。当社グループと郡山グランドホテルグループが一丸となって、郡山地区のサ

ービス強化と会員利便性の向上を図り、更なる事業拡大を目指してまいります。

　

２．株式交換の要旨

（１）株式交換の日程

平成25年２月12日 基本合意書締結の取締役会決議（両社） 　

平成25年２月12日 基本合意書締結 　

平成25年２月21日 株式交換契約締結の取締役会決議（両社） 　

平成25年２月21日 株式交換契約締結 　

平成25年３月８日 株式交換承認株主総会（郡山グランドホテル　） （予定）

平成25年４月１日 株式交換の効力発生日 （予定）

　　（注）当社は、会社法第796条第３項の規定に基づき「簡易株式交換」の手続きにより、株主総

会の承認を得ずに、本株式交換を行う予定です。

（２）株式交換の方式

　　郡山グランドホテルの株主は、当社が株式交換により発行する新株の割当てを受け当社の株主

となり、その結果、郡山グランドホテルは当社の完全子会社となります。

（３）株式交換による割当ての内容

会社名
当社

（完全親会社）

郡山グランドホテル

（完全子会社）

株式交換比率 １ 7.5

株式交換により交

付する株式数
　普通株式：　　300,000株
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　　①　株式の割当て

　郡山グランドホテルの普通株式1株に対して、当社の普通株式７．５株を割当て交付いたし

ます。

　　②　株式交換により交付する株式数

　普通株式　300,000株　

（４）株式交換完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

郡山グランドホテルは、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

　

３．株式交換に係わる割当ての内容の算定根拠等

　当社は、本株式交換における交換比率の算定については、その公正性及び妥当性を確保するため、

当社並びに郡山グランドホテルの双方が利害関係を有しない第三者機関である尾形克彦公認会計士

事務所に算定を依頼しました。

　株式交換比率については、上場会社である当社の株式価値については市場株価法により評価を実

施し、非上場企業である郡山グランドホテルの株式価値については、当社と事業内容が類似してい

ることから類似会社比較法を基礎に、時価純資産法を踏まえて株式価値の算定を行っており、算定

結果は下記のとおりであります。

　　　

株式交換比率の算定レンジ 7.09　～　25.36

　

　　　両社は、この株式価値算定結果を参考にして協議を重ねた結果、本件株式交換における株式交

換比率について前記のとおり合意いたしました。

　　

４．株式交換当事会社の概要

（１） 商　　号 こころネット株式会社 株式会社郡山グランドホテル

（２） 本店所在地 福島県福島市 福島県郡山市

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　齋藤　高紀 代表取締役社長　川島　利介

（４） 事業内容 冠婚葬祭・石材・互助会等の事

業子会社の持株会社

（グループの経営戦略企画、業

績管理、不動産管理、総務・

経理・人事等の管理業務）

冠婚葬祭業

（５） 資本金 500,658千円

（平成24年９月30日現在）

40,000千円

（平成24年６月30日現在）

（６） 設立年月日 昭和41年３月30日 昭和38年５月10日

（７） 発行済株式数 3,543,100株

（平成24年９月30日現在）

40,000株

（平成24年６月30日現在）

（８） 決　算　期 ３月31日 ６月30日

（９） 従業員

（連結・グループ）

522名（他臨時従業員12名）

（平成24年９月30日現在）

39名（他臨時従業員253名）

（平成24年６月30日現在）

（10） 主要取引先 一般消費者,一般小売店,

(株)ＪＡライフクリエイト福島

一般消費者

（11） 主要取引銀行 (株)東邦銀行,(株)福島銀行,

(株)みずほ銀行,福島信用金庫,

(株)きらやか銀行

(株)東邦銀行,(株)商工組合中央

金庫,須賀川信用金庫
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（12） 大株主及び持株比率 　

菅野　松一 14.07％

菅野　孝太郎 13.54％

齋藤　高紀 10.30％

菅野　光代 6.60％

従業員持株会 5.10％

(株)東邦銀行 4.94％

日本マスター

トラスト信託

銀行(株)

4.27％

(株)福島銀行 3.81％

齋藤　フヨ 2.11％

野村信託銀行

(株)
1.83％

（平成24年９月30日現在）

　

川島　利介 90.63％

川島　利夫 5.00％

その他 4.37％

　（平成24年９月30日現在）

（13） 当事会社間の関係 　

資本関係 両社の間には、資本関係はありません。また、両社の関係者及び

関係会社間にも、資本関係はありません。

人的関係 両社の間には、人的関係はありません。また、両社の関係者及び

関係会社間にも、人的関係はありません。

取引関係

　

当社の子会社である(株)たまのやと郡山グランドホテルの子会社

の(株)互助システムサークルは両社が所有する葬儀会館及び販売

する葬儀サービス・商品・製品等を双方が利用可能とする基本契

約を締結しております。

関連当事者への

該当状況

該当はありません。

 （14）最近の経営成績及び財政状況　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　

　

　　こころネット株式会社（連結） 株式会社郡山グランドホテル（単体）

平成22年３月期 平成23年３月期平成24年３月期平成22年６月期平成23年６月期平成24年６月期

純資産額 4,494 5,002 5,540 2,728 2,456 2,589

総資産額 16,392 16,239 16,583 6,043 5,709 5,884

１株当たり

純資産額
17,417円84銭 1,678円34銭 1,858円83銭 68,216千円 61,423千円 64,737千円

売上高 10,046 9,536 10,083 1,712 1,063 1,356

営業利益又は営

業損失(△)
548 446 892 △56 △217 180

経常利益又は経

常損失(△)
577 564 962 △33 △158 132

当期純利益又は

当期純損失(△)
163 229 557 △32 △357 132
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１株当たり当期

純利益金額又は

１株当たり当期

純損失金額(△)

664円86銭 88円86銭 187円03銭 △824千円 △8,947千円 3,314千円

１株当たり配当

額
125円 125円 12円50銭 － － －

　注．郡山グランドホテルは子会社に(株)互助システムサークルと(株)川島を有しております。

　　

５．株式交換後の状況について

　 　株式交換完全親会社

（１）商　号 こころネット株式会社

（２）所在地 福島県福島市鎌田字舟戸前15番地１

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長　齋藤　高紀

（４）事業内容

冠婚葬祭・石材・互助会等の事業子会社の持株会社

（グループの経営戦略企画、業績管理、不動産管理、総務・経理・

人事等の管理業務）　

（５）資本金 500,658千円

（６）決算期 ３月31日

（７）純資産 未定（現時点では確定しておりません。）

（８）総資産 未定（現時点では確定しておりません。）

　

６．会計処理の概要

　本件株式交換は、企業結合に関する会計基準における取得の会計処理を適用する見込みでありま

す。これに伴いのれんの発生が見込まれますが、金額に関しましては現時点では確定しておりませ

ん。

　

７．今後の見通し

　本株式交換の効力発生日は平成25年４月１日であることから、本株式交換による当社の平成25年

３月期決算に与える影響はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　


